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表５－１ 特定個人情報保護委員会の政策評価に関する計画の策定状況 

基本計画の
名称 

特定個人情報保護委員会政策評価基本計画（平成26年３月18日決定） 

基本計画の
主な規定内
容 

１ 計画期間 ○ 平成 26 年１月１日から 30 年３月 31 日まで 

２ 事前評価の対象等 ○ 法第９条の規定に基づき、事前評価の実施が求められる政

策については、当委員会において該当する政策を実施する場

合に、適切に行うこととする。 

３ 事後評価の対象等 ○ 本計画の期間において事後評価の対象とする政策は、当委
員会の任務を遂行するために実施する主要な政策とする。事
後評価の単位は、行政目的と手段の関係を念頭に置きつつ、
政策評価の結果を政策に適切に反映するために合理的と認
められる単位により行うこととする。 

○ 実績評価方式を基本としつつ、政策の特性に応じ、適切な
方式を用いることとする。 

４ 政策評価の結果の
政策への反映 

○ 政策評価の結果については、当委員会における政策の企画

立案作業（予算要求（定員等を含む。））における重要な情

報として適時的確に活用し、当該施策に適切に反映すること

とする。 

５ 国民の意見・要望
を受けるための窓口
の整備 

○ 政策評価に関する外部からの意見・要望を受け付けるため

の窓口は、事務局総務課とする。 

実施計画の
名称 

平成 25 年度特定個人情報保護委員会政策評価実施計画（平成 26年３月 28日決定） 

実施計画の
主な規定内
容 

１ 主要な行政目的に係る政策等として基本計画
に掲げる政策（法第７条第２項第１号に区分され
るもの）及び評価の方式 

○ 実績評価：３政策 

２ 未着手・未了（法第７条第２項第２号イ及びロ
に該当するもの） 

該当する政策なし 

３ その他の政策（法第７条第２項第３号に区分さ
れるもの） 

該当する政策なし 

※ 平成25年度に実施している政策については、26年度以降の適切な時期に評価を実施する予定。 

 
表５－２ 特定個人情報保護委員会における政策評価の実施状況等の概要（総括表） 

政策評価の対象としよう
とした政策の区分 

評価実施件数 
政策評価の結果 
の内訳別件数 

政策評価の結果の政策へ
の反映状況の内訳別件数 

事前評価 該当する政策なし ― ― ― ― 
 
事 
後 
評 
価 

主要な行政目的に係る
政策等として基本計画
に掲げる政策 
（法第７条第２項第１号） 

該当する政策なし ― ― ― ― 

未着手 
（法第７条第２項第２号イ） 

該当する政策なし ― ― ― ― 

未了 
（法第７条第２項第２号ロ） 

該当する政策なし ― ― ― ― 

その他の政策 
（法第７条第２項第３号） 

該当する政策なし ― ― ― ― 
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表５－３ 特定個人情報保護委員会における評価対象政策の一覧 

 

１ 事前評価 

 

  該当する政策なし 

 

 

２ 事後評価 

 

該当する政策なし 
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※ この政策体系は、平成25年度実施計画に定めるもの

特定個人情報の適正な取扱いの確保

政策体系（特定個人情報保護委員会）

２ 特定個人情報の保護に関する広報・啓発・国際協力

３ 特定個人情報の取扱いに関する監視・監督

１ 特定個人情報保護評価の推進

政策 主要な政策

別表 
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